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要旨：本論文は，著者等が既報にて提案したRC接合部要素を拡張し，接合部内での主筋

の付着すべり分布を表現可能な接合部要素を新たに提案するとともに，主筋の付着特性に

影響を与える各種要因を考慮したRC骨組の材料非線形解析法について報告する。本論で

は更に，既往の実験結果を対象とした解析例から本解析法の妥当性を検証し，特に繰り返

し荷重を受ける接合部内部の主筋の付着すべり分布について考察を行っている。
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１. はじめに

　梁曲げ降伏型のRC骨組が繰り返し荷重を受

ける場合，曲げヒンジ領域となる梁端部におけ

る接合部や梁からの主筋のすべり出しが，梁主

筋の付着劣化を引き起こす可能性があり，骨組

の履歴性能に大きな影響を与えかねない。その

ため解析を用いて，この種の構造の耐震性能を

精度良く評価するには，構造全体にわたる主筋

の付着特性を適切にモデル化することが必要で

あり，そればかりでなく接合部内部や梁端部に

おける主筋の付着性状を正確に把握することが

重要であると考えられる。

　著者等は文献 1)において，主筋の付着すべり

を表現可能な接合部要素を導入した繰り返し荷

重を受ける梁曲げ降伏型RC骨組の解析法につ

いて報告した。本論文は，著者等既往の接合部

要素を接合部内部の主筋の付着すべり分布を表

現し得るように拡張し，これを導入した梁曲げ

降伏型RC骨組の材料非線形解析法について報

告するものである。本論文ではまず，解析法の

基本となるRC梁・柱要素の有限要素法への定式

化と接合部内部の付着すべり分布を表現可能な

接合部要素の構成手法について記述し，次いで，

鉄筋の付着応力－すべり変位関係を中心に，こ

の種の部材の履歴挙動を精度良く表現するため

に採用した材料モデルの概要を示す。更に，既

往の実験結果との比較・考察を行い，特に接合

部内部の主筋の付着すべり分布について検証し

ている。

２. RC梁・柱要素の有限要素法への定式化

　ここでは，本解析法の基本となる付着すべり

を考慮したRC梁・柱要素の有限要素法への定

式化について概述する。定式化にあたり設定し

た基本仮定事項を以下に示す。

1)梁，柱には軸力と曲げが作用するものとする。

コンクリート断面には，鉄筋のすべりに拘らず

平面保持が成立すると仮定し，この仮定に基づ

く微小変形理論が適用できる。

2)RC梁・柱断面を，各部材丈方向に層状 (n層)

に仮想分割して取り扱う積層要素で表示する。

3)各層の鉄筋とコンクリート間には，材軸方向

の付着すべりが生じ得るものとし，ある位置に

おける個々の鉄筋層のすべり変位は，平面が保
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持されるその位置のコンクリート断面からの相

対変位で表示できる。

4)各部材内の個々のコンクリート層と鉄筋層の

材料性状は，各要素の各層ごとに，その歪履歴

の状態に応じて各解析ステップごとに変化する

が，個々の層内では一定の性状を有する。

２.１ 設定変位場および応力増分・歪増分

(1)設定変位場

　基本仮定に基づき，この問題の定式化に際し設

定しなければならない変位場は，図－１に示す

ように，要素の軸方向変位u,鉛直変位w,各部材

断面内の鉄筋層 (m層)のすべり変位 s1, · · · , sm
の計 (2 +m)個の変位である。非線形解析にあ

たり，これらは増分形式で表示される。

(2)コンクリート層の歪増分と応力増分

　基準軸 (x軸)から ziだけ離れた任意のコンク

リート層 iの歪増分∆εci，応力増分∆σci は次

式で表される。

∆εci =
d∆u

dx
− zid

2∆w

dx2
(1)

∆σci = Eci∆εci (2)

但し，Eci：コンクリート層 iの接線剛性

(3)鉄筋層の歪増分と応力増分

　梁・柱断面内にm層配筋されている鉄筋層の

うち，任意の i層の歪増分∆εsi，応力増分∆σsi

は次式で表される。

∆εsi =
d∆u

dx
− hsi

d2∆w

dx2
+
d∆si
dx

(3)

∆σsi = Esi∆εsi (4)

但し，hsi：鉄筋層 iの基準軸からの鉛直距離，Esi：
鉄筋層 iの接線剛性

(4)鉄筋層の付着応力増分とすべり変位増分

　任意の鉄筋層 iの付着応力増分∆τbi とすべり

変位増分∆siとの間には，次の関係が成立する。

∆τbi = Kbi∆si (5)

但し，Kbi：鉄筋層 iの接線付着係数

２.２ RC梁・柱要素の有限要素方程式

　鉄筋の付着すべりを考慮したRC梁・柱要素

のための増分表示された全ポテンシャル・エネ

ルギー汎関数∆Πは，次のように表される。

∆Π = (∆Ucn +∆Ust +∆Ubs)−∆V (6)

図－１　RC梁・柱要素

但し，∆Ucn：コンクリートに係る内部エネルギー

増分，∆Ust：鉄筋に係る内部エネルギー増

分，∆Ubs：付着すべりに係る内部エネル
ギー増分∆V：外力によるエネルギー増分

また，要素の各変位増分∆u，∆w，∆si（但し，

i = 1～m）の要素内における変位関数をそれぞ

れ 1次，3次，1次と設定すると，図－１の要素

両節点 J，Kにおける各節点変位ベクトル増分

{δu}，{δw}，{δsi}（但し，i = 1～m）は各変位

増分を用いて次のように表される。

{δu} = {∆uJ ∆uK}T (7)

{δw} = {∆wJ ∆θJ ∆wK ∆θK}T (8)

{δsi} = {∆siJ ∆siK}T (9)

但し，θ：各節点の回転変位を表す項で，θ = dw
dx

先述の式 (6)を式 (7)～(9)で表される各節点変

位ベクトル増分に関してそれぞれ変分をとり整

理すると，次の有限要素方程式が得られる。[Kuu] [Kuw] [Kus]
[Kuw]

T [Kww] [Kws]
[Kus]

T [Kws]
T [Kss]


{δu}
{δw}
{δs}

=

{δPu}
{δPw}
{δPs}

 (10)

但し，{δs}：すべての鉄筋に関する節点すべり変

位ベクトル増分，{δPu}：材軸方向の節点

荷重ベクトル増分，{δPw}：鉛直方向の節
点荷重ベクトル増分, {δPs}：すべての鉄筋

に関する節点緊張荷重ベクトル増分

３. 付着すべり分布を表現可能な接合部要素

　RC骨組における接合部内部の付着すべり分

布を表現し得るように，ここでは著者等の既往

の接合部要素 1) について拡張を行う。

　図－２は接合部要素の概要を示したものであ

る。この要素は付着すべりを考慮したRC梁・柱

要素を組み合わせて接合部の骨格を形成し，コ

ンクリート部分が剛体変位するように各節点に

拘束条件を設定した要素である。各節点の自由

度数は隣接する梁・柱要素と同様で，すべての

変位の連続性は保たれており，鉄筋のすべり変
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図－２　接合部要素

位についても表示可能である。尚，本論では梁

曲げ降伏型RC骨組を対象として，接合部内部

の付着すべりがRC骨組全体の変形挙動に及ぼ

す影響の表現を主体としており，接合部のせん

断変形の影響は考慮していない。

　次に，接合部内部の付着すべり分布を表現す

るため，接合部要素に新たに内部節点を付加し，

各節点変位を設定する。図－３は接合部要素を

構成するRC梁要素を例として要素内に 3節点

（図中 1,2,3点）を付加して剛体変位する場合を

示したものである。内部節点のすべり変位を除

く変位には，外部節点（図中 j,k点）を結ぶ要素

軸線上で各節点軸方向変位，回転変位が同値と

なるような拘束条件を設定する。また，すべり

変位についてはこの設定から独立しており，連

続して表現可能である。

　上述のように接合部内部の付着すべり分布を

表現するために，新たに内部節点を付加するが，

この設定により要素の総自由度数は増加するこ

とになる。そのため本論では，拡張を加えた接

合部要素を既往の解析法に組み込み可能とする

ため，接合部要素の内部節点変位を外部節点変

位に代表させて計算を行い，最終的に内部節点

変位を算出可能な静的縮約法を接合部要素に適

用し，解析への導入を試みる。図－４は縮約の

概要を示したものである。図中の {λ}は各節点

変位をまとめて表示したもので，添え字は節点

を示している。ここで，内部節点変位ベクトル

図－３　内部節点を付加した接合部要素

図－４　内部節点の縮約

{λI}，外部節点変位ベクトル {λE} とすると，

それぞれ次のように表すことができる。

{λI} = {λ1 λ2 λ3}T (11)

{λE} = {λj λk}T (12)

式 (11),(12)を前節の式 (10)に代入して整理し，

内部節点，外部節点とに分けて表示すると，"
[KII ] [KIE ]

[KIE ]
T [KEE ]

#(
{λI}
{λE}

)
=

(
{PI}
{PE}

)
(13)

但し，{PI}：内部節点荷重ベクトル，{PE}：外部

節点荷重ベクトル

と表され，この式から {λI}を消去すると次式

が得られる。

([KEE ]− [KIE ]T [KII ]−1[KIE ]){λE}
= {PE}− [KIE ]T [KII ]−1{PI} (14)

式 (14)は，外部節点変位ベクトル{λE}が節点荷

重ベクトルと結びつけられたかたちをしており，

[Kjnt] = [KEE ]− [KIE ]T [KII ]−1[KIE ] (15)
{Pjnt} = {PE}− [KIE ]T [KII ]−1{PI} (16)

と置けば，内部節点の剛性を含んだ [Kjnt]なる

剛性マトリクスをもつ，外部節点（図中 j,k点）

を両節点とする 1つの要素に縮約して表される。

従って，式 (14)を解くことによって {λE}を求

めることができ，最終的にこれを式 (13)に代入

することで，{λI}についても導き出される。

４. RC梁・柱要素と接合部要素の材料モデル

　図－５，図－６は本論で用いる鉄筋の付着応

力－すべり変位関係を示したものである。単調
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図－５　基本載荷経路と付着強度の増減

載荷経路には図中点 1～5（点 1’～5’）を通る経

路を設定し，点 3を付着強度点と仮定する。繰

り返し載荷経路には森田等の研究 2)に基づいて

モデル化した除荷，再載荷経路を用いている。

　本論では，以上の付着応力－すべり変位関係

において，付着強度に影響を及ぼす各種要因を

表現可能なLowes等 3)が提案する付着強度式を

採用し，付着強度を算定することにする。この

提案式では各種要因が考慮される場合，影響を

受け増減した付着強度 τ3とその時点でのすべり

量 s3 は次式で表される。

τ3 = α1 · α2 · α3 · α4 · α5 · τ 03 [N/mm2] (17)

s3 = τ3/20.0 [mm] (18)

τ 03 = 2.1
p
fc (19)

但し，α1：コンクリートの応力状態が付着強度に
及ぼす影響を表す係数，α2：鉄筋の歪が及

ぼす影響を表す係数，α3：鉄筋のすべり量

が及ぼす影響を表す係数，α4：鉄筋径が及
ぼす影響を表す係数，α5：かぶり厚さが及

ぼす影響を表す係数，fc：コンクリートの

圧縮強度 [N/mm2]

但し，Lowes等が付着強度決定に際して参考に

している付着実験結果は引抜試験によったもの

であり，本論で主に対象とする曲げ部材の引張

側において鉄筋のすべり現象が卓越する両引試

験に近いような場合には，提案式が付着強度を

過大評価する可能性があるため，本研究では，

文献 4)を参考に式 (19)で表される τ 03 に提案さ

れた値の 1/2を設定し，解析を行うことにする。

　また，コンクリートおよび鉄筋の応力－歪モ

デルについては著者等の既報告 1)と同様であり，

その概要について略述すると，コンクリートの

図－６　繰り返し載荷経路

単調載荷時の構成関係については，引張側では

引張強度に達するまでは線形弾性が成立し，そ

の後応力を 2段階に低減させる 1/4モデルを採

用する。圧縮側では圧縮強度に達するまでの経

路を Saenz式で表示して，圧縮強度以降は直線

的に応力逓減するものとする。

　鉄筋の構成関係には単調載荷時は bilinear型

の経路を設定し，繰り返し載荷経路については

鉄筋降伏後の Bauschinger効果をより実現象に

近いかたちで表現可能なMenegotto-Pintoモデ

ルを採用する。

５. 川合等の十字型柱梁接合部実験値との比較

　ここでは，川合等 5)が行った柱梁接合部試験

体のうち，梁曲げ降伏型の十字型柱梁接合部試

験体 I6Cを対象として，実験結果と本解析値と

の比較を行う。図－７に対象とする試験体の概

要と材料性状および要素分割状態を示す。試験

体は実大の約 1/2スケールの高強度材料を用い

たRC柱梁接合部であり，柱に一定の鉛直荷重

が加えられた後，反力フレームに組み込まれて

いる。載荷サイクルは層間変形角で制御され，

2・3.3・5・10・7.5(1/1000rad)を 1回，10・15・

20・30・50(1/1000rad)を 2回，70(1/1000rad)

を 1回として，梁両端に正負交番繰り返し載荷

が行われている。解析では，図に示す要素分割

を行い，梁・柱断面を 29層の層分割，接合部内

部節点を 10点と設定した。

　図－８，図－９にそれぞれ，層せん断力－層

間変形角関係における実験値と解析結果を示す。
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図－７　試験体 I6Cの概要および要素分割

図－９の (a)は付着強度に及ぼす影響を考慮し

た本解析値，(b)はすべての鉄筋のすべり変位を

拘束した完全付着解である。図－９中の点線は

実験結果を示している。これらの図からも明ら

かなように，図－９の (a)本解析値は実験値に

比べ，全体的にスリップ傾向が強く，特に負方

向載荷時における層間変形角 30/1000rad以降

の領域ですべりの増加が顕著に表れており，急

激な耐力低下を示す結果となった。しかしなが

ら，図－９の (b)完全付着解が実験値に比べよ

り面積の大きな履歴ループを描き，実験曲線を

表現し得ていないのに対して，本解析値は実験

結果を定性的には概ね捉えていると言える。

　図－１０，図－１１は実験結果および本解析

値における梁上端主筋の歪分布を各層間変形角

ごとに示したものである。各分布曲線は正方向

載荷時のものが表示されている。これらの図に

示されているように，解析結果における歪分布

は，接合部近くの引張側となる梁端部で歪の増

大が集中しており，特に一般的に骨組の終局限

界とされる層間変形角 10/1000radにおいて増

大が顕著となっている。実験では，層間変形角

10/1000radにおいても主筋は降伏歪には達して

おらず，本解析値が梁端部における引張側主筋

の歪を過大評価している。また，本来圧縮側と

なるべき右梁端部に引張歪が表れているが，こ

れは前サイクルの時点で引張側であった右梁端

図－８　試験体 I6Cの層せん断力－

層間変形角関係 (実験結果)

(a)本解析値

(b)完全付着の解

図－９　試験体 I6Cの層せん断力－

層間変形角関係 (解析結果)

図－１０　梁上端主筋の歪分布 (実験結果)

図－１１　梁上端主筋の歪分布 (解析結果)
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部主筋の歪を過大評価した結果，載荷方向が逆

転しても数値計算上では圧縮歪へと転じなかっ

たことに起因したものと考えられる。しかしな

がら，本解析値で得られた接合部内部の歪分布

形状は全サイクルにおいて概ね実験結果を捉え

ており，サイクル 5/1000radまでの分布形状に

ついては接合部内，梁内ともに比較的良好に実

験値と対応していることが読み取れる。

　図－１２に本解析値における梁上端主筋のす

べり分布を正載荷時の各層間変形角で表示した

ものを示す。図－１２の (a)は本解析で提案する

内部節点を付加した拡張接合部要素を用いた場

合，(b)は著者等既往の接合部要素 1) を用いた

場合を表示しており，図中には同サイクルでの

実験結果における接合部端部のすべり量につい

ても示している。尚，本解析では右方向のすべ

りを正と仮定している。これらの図より (a),(b)

ともに，載荷サイクルの進展に伴って主に接合

部でのすべりが漸増していく様子が読み取れる。

また，接合部端部のすべり量について (a),(b)で

比較すると，サイクル 10/1000radまでは同様な

傾向を示しているものの，サイクル 20/1000rad

では主筋の抜け出し側となる左端部で特にその

相違が認められ，この部分でのすべり量は既往

の接合部要素を用いた (b)では実験値の 1.76倍

であるのに対して，(a)拡張接合部要素では実

験値の 1.22倍と実験結果により近い値を示して

いる。これは内部節点の付加により，主筋の変

形をより細分化して表現することで，拡張接合

部要素がより詳細に接合部における主筋のすべ

り現象を表現したことを示唆している。更に図

より (a)では既往のモデルを用いた解析では表

現し得ない，主筋の抜け出しと押し込みが起こ

る接合部両端部を結んだ曲線的なすべり分布形

状を表現可能であることが分かる。

６. まとめ

　本論文では，「接合部内主筋の付着すべり分布

を考慮した繰り返し荷重を受けるRC骨組の材

料非線形解析法」について論じた。即ち，まず

(a)拡張接合部要素

(b)既往接合部要素

図－１２　梁上端主筋のすべり分布

本解析手法の基本となるRC梁・柱要素の定式

化について概述し，次いで接合部内の付着すべ

り分布を表現可能な接合部要素のモデル化なら

びに解析に用いた材料の構成関係について記述

した。更に，本解析法による数値計算例を掲げ，

既往の実験結果との比較により，本解析法で得

られた解が完全付着の解析値に比べてより実験

結果に即したRC骨組の履歴ループ形状を表現

し得ることを明らかにし，接合部内部を含む主

筋の変形状態を表現可能であることを示した。
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